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序　　文

　日本政府は、タンザニア連合共和国政府の要請に基づき、同国の水産業振興に係るマスタープ

ラン調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとなりました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本調査の円滑かつ効果的な実施を図るため、平成12年９月25

日から平成12年10月22日までの28日間にわたり、国際協力事業団農林水産開発調査部計画課長　

川口 尚を団長とする事前調査団を現地に派遣しました。

　同調査団は、タンザニア連合共和国政府関係者との協議並びに現地踏査を行い、要請背景・内

容等を確認し、本格調査に関する実施細則（S/W）に署名しました。

　本報告書は、本格調査実施に向け、参考資料として広く関係者に活用されることを願い、取り

まとめたものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成12年11月

国際協力事業団

理 事 　 後 藤 　 洋
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